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預かり保育事業に係る確認の手続きに 

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育管理課・保育施策推進担当 



尼保施第 1210 号  

令和元年 7 月 3 日  

各施設長 様 

保育施策推進担当課長  

 

幼稚園、認定こども園（1号）の預かり保育事業に係る確認申請書 

の提出について（通知） 

 

平素より本市教育・保育行政にご協力いただきありがとうございます。 

さて、令和元年 10月より開始される幼児教育・保育の無償化に伴い、子ども・子育て支

援法第 7条第 10 項第 5号に定める事業（幼稚園、認定こども園の預かり保育事業）が新た

に施設等利用給付の対象となりました。 

つきましては、本給付を受けるためには、同法第 58 条の 2に基づき、各施設から確認の

申請書を提出していただく必要がありますため、お手数ではございますが、次の通り必要書

類を提出いただきますようお願いします。書類の提出がなければ、本事業は無償化の対象と

なりませんため、必ず対象事業を実施している施設につきましては必要書類をご提出いた

だきますようお願いします。 

 

１ 提出書類 

（1） 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書（第 1号様式） 

（2） 別紙 3 預かり保育事業 

（3） 誓約書 

（4） 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（写しも可）等 

（5） 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧 

（6）【貴法人が認定こども園の場合】 

認定こども園法第 17 条第 1 項の規定による認可又は認定こども園法第 3条第 1 

項若しくは第 3項の規定による認定を受けたことを証する書類の写し 

（7）【貴法人が幼稚園の場合】 

    学校教育法第 4条第 1項の規定による認可を受けたことを証する書類の写し 

（8） 料金表及び利用案内・パンフレット 

（9） 預かり保育事業に従事する担当職員の名簿（職員の氏名及び資格・研修修了の有

無がわかるもの） 

（10）施設の図面（預かり保育事業の実施場所を明示したもの） 
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２ 提出期日 

令和元年 7月 26 日（金） 

 

３ 提出先 

  尼崎市役所本庁中館 2階 保育施策推進担当 

 

４ 添付書類（添付資料は各施設にメールでも配布します。） 

（1） 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書（第 1号様式） 

（2） 別紙 3 預かり保育事業 

（3） 誓約書 

 

以 上 

担当：吉岡・宮野 

TEL：06－6489－6158 
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第１号様式

　　年　　月　　日

尼崎市長　宛

印

１．申請者に関する事項

□ 法人

□ 国立大学法人 □ 公立大学法人 □ 学校法人 □ 社会福祉法人

□ 株式会社 □ ＮＰＯ法人 □ その他法人

□ 法人以外

□ 個人 □ 任意団体

〒　　　－　　　　

※　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

２．施設・事業に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設

□ 預かり保育事業（在園児を対象）

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象）

□ 病児保育事業

（添付書類）
１　定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等
２　役員の氏名、生年月日及び住所の一覧
３　法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

　子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を受けたいので、同法第５８条の２に基づき
以下のとおり関係書類を添えて申請します。

設 置 者 ・
事業者名※

設 置 主 体

氏　　　名
（または名称）

代表者氏名

事業開始（予定）
年月日

所 在 地申 請 者

職名

　　　　年　　　月　　　日

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

施設・事業
の

種 類

　　年　　月　　日

フリガナ

氏名代 表 者

住所
生年
月日

昭和
平成

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
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（別紙３　預かり保育事業）

１．事業所に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 私学助成（預かり保育推進事業）

□ 地域子ども・子育て支援事業における一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）

□ 幼稚園における長時間預かり運営費支援事業

□ 公的支援を受けていない自主事業

〒　　　－　　　　

２．運営に関する事項

　　預かり保育事業の利用児童数及び職員配置

※有資格者数は、幼稚園教諭普通免許状所有者又は保育士の人数を記入してください。

施設の種類

事業の種別

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

昭和
平成 　　年　　月　　日

人

預かり保育
利用児童数

職員の
配置基準

配置職員数
（参考）

基準に基づく
配置職員数

（参考）
在籍園児数うち

有資格者
数

－ 人

４ ・ ５ 歳 児 ３０：１ － － － － 人

うち
有資格者

数

平
日
（

登
園
前
）

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ － － －

－

合 計

４ ・ ５ 歳 児 ３０：１ － － －

合 計

－ －

平
日
（

降
園
後
）

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ － － －

長
期
休
業
中

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ －

合 計

－ －

※配置職員数には、預かり保育事業に従事している間、専ら当該事業に従事している人数を記入してください（教育課程担当
職員による対応可）。

休
日

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ － －

４ ・ ５ 歳 児

４ ・ ５ 歳 児 ３０：１ － － － －

合 計

－

－

－

３０：１ － － －
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３．事業の実施状況

　（１）預かり保育事業の実施時間

～ ～ ～

～ ～ ～

～ ～ ～

～ ～

～ ～

～ ～
※土曜・日曜・祝祭日

　（２）預かり保育事業の年間実施日数

　（３）食事・おやつの提供の有無等

食事・おやつの提供の有無 □ 有 □ 無

→  （提供有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備の必要性の有無 □ 有 □ 無

→  （必要性有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備の有無 □ 有 □ 無

４．利用料金

　（１）預かり保育事業の料金

※年齢や時間帯等により料金が異なる場合には、最大の額を記入してください。

※食事代及びおやつ代を預かり保育の料金と一体的に保護者から徴収している場合には、それを除いた金額を記入してください。

　（２）食事代及びおやつ代

５．設備・面積

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット

３　預かり保育事業に従事する担当職員の名簿（職員の氏名及び資格・研修修了の有無がわかるもの）
４　施設の図面（預かり保育の実施場所を明示したもの）

平
日

曜日 登園前 教育課程時間 降園後

長
期
休
業
日

曜日 預かり時間

休
日
※

曜日 預かり時間

平 日 長期休業日 休 日 合 計

年間実施日数

１時間 １回 月極 その他

平日

長期休業中

休日

１回 月極

食事代

おやつ代

1.98

１　認定こども園…認定こども園法第１７条第１項の規定による認可又は認定こども園法第３条第１項
　若しくは第３項の規定による認定を受けたことを証する書類の写し
　　幼稚園、特別支援学校…学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し

部屋の名称 保育室ごとの受入れ人数等
預かり保育実施
保育室面積

たんぽぽ 1.98

ひまわり 1.98
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平成  年  月  日 

尼崎市長      あて 
（設置者） 

住所 
 
氏名           印 

（施設長） 
住所 
 
氏名           印 
 

誓約書 

 
下記の事項について誓約します。 

なお、尼崎市長がこの誓約書の写し等を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供

すること、尼崎市長が警察署長に下記３、４及び６に関して意見照会すること並びに警察署長か

ら得た情報について、子ども・子育て支援法第７条第１０項第５号の業務以外の業務において暴

力団等を排除するために利用し、又は他の実施機関（尼崎市個人情報保護条例（平成１６年尼崎

市条例第４８号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。）に提供することについて同意しま

す。 

記 

 

１ 子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当

しないこと。 

２ 子ども・子育て支援法施行規則第１条の２に定める基準を遵守すること。 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号）第２条第４号

に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当しないこと。 

４ 市長から役員等の氏名その他の上記３に掲げる事項を確認するために必要な情報の提供を求

められたときは、速やかに、当該情報を市長に提供すること。 

５ 暴力団員等から当該保育所等に対する権利行使の妨害その他の不当な要求を受けたときは、

直ちに、その旨を市長に報告し、及び警察に届出て、捜査に必要な協力を行うこと。 

６ 施設の運営について、暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団及び暴力団員等の支配を

受けてはならないこと。 

７ 当該施設の設置者及びその長が暴力団員等に該当するに至ったことにより、尼崎市がその認

可の取消しその他の措置を行っても、一切異議を申し立てないこと。 
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幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

関
す

る
都

道
府

県
等

説
明

会
別

冊
２

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

関
す

る

自
治

体
向

け
Ｆ

Ａ
Ｑ

【2
01

9年
５

月
30

日
版

】

※
本

F
A

Q
は

、
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
に

関
す

る
F
A

Q
【
2
0
19

年
２

月
2
6
日

版
】
に

お
示

し
し

し
た

も
の

に
、

カ
テ

ゴ
リ

ー
の

再
編

、
内

容
の

追
加

及
び

一
部

修
正

を
加

え
た

も
の

で
す

。
（
備

考
欄

に
記

載
）

※
こ

の
F
A

Q
は

、
2
0
1
9
年

５
月

3
0
日

現
在

の
状

況
に

お
け

る
回

答
で

あ
り

、
今

後
も

問
や

回
答

に
つ

い
て

変
更

が
あ

り
う

る
旨

を
ご

了
承

い
た

だ
き

た
い

。
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［
2
0
1
9
年

５
月

3
0
日

版
］

3
4

【
1
4
．

内
閣

府
令

で
定

め
る

基
準

等
】

N
o
.

事
項

問
答

備
考

2
01

運
営

基
準

　
各

施
設

に
つ

い
て

定
め

る
「運

営
に

関
す

る
基

準
」
は

、
具

体
的

に
ど

の
よ

う
な

基
準

で
す

か
。

特
定

子
ど

も
・子

育
て

支
援

施
設

等
の

運
営

に
関

す
る

基
準

で
定

め
る

内
容

と
し

て
は

、
現

時
点

で
は

以
下

の
内

容
を

想
定

し
て

い
ま

す
。

・
　

教
育

・
保

育
等

の
提

供
の

記
録

・
　

利
用

料
や

実
費

の
徴

収
可

能
費

目
及

び
手

続
・
　

領
収

証
（
無

償
化

の
対

象
経

費
と

対
象

外
経

費
の

区
分

等
）
等

の
交

付
・
　

秘
密

保
持

・
　

諸
記

録
の

整
備

　
な

お
、

こ
こ

で
の

基
準

は
新

た
な

給
付

の
適

切
な

実
施

に
必

要
な

も
の

に
限

定
す

る
こ

と
と

し
て

い
ま

す
。

現
行

の
子

ど
も

の
た

め
の

教
育

・
保

育
給

付
と

は
異

な
り

、
利

用
定

員
や

サ
ー

ビ
ス

の
質

に
関

す
る

規
定

等
は

設
け

な
い

予
定

で
す

。

2
02

条
例

制
定

の
要

否

　
市

町
村

は
、

現
行

の
子

ど
も

の
た

め
の

教
育

・保
育

給
付

に
つ

い
て

の
確

認
と

同
様

に
、

新
し

い
給

付
に

つ
い

て
も

施
設

の
「
運

営
に

関
す

る
基

準
」
の

確
認

に
関

し
て

、
条

例
を

制
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

す
か

。

　
新

し
い

給
付

に
つ

い
て

は
、

市
町

村
に

よ
る

条
例

の
制

定
は

不
要

と
し

て
い

ま
す

。

2
03

質
に

係
る

基
準

（
認

可
外

）

　
市

町
村

が
「
確

認
」を

行
う

に
当

た
っ

て
、

認
可

外
保

育
施

設
が

満
た

す
べ

き
教

育
・保

育
等

の
質

に
係

る
基

準
は

、
ど

の
よ

う
な

も
の

で
す

か
。

　
保

育
に

従
事

す
る

者
や

保
育

内
容

等
、

現
行

の
認

可
外

保
育

施
設

指
導

監
督

基
準

（
「認

可
外

保
育

施
設

に
対

す
る

指
導

監
督

の
実

施
に

つ
い

て
」

（
平

成
13

年
３

月
2
9日

付
け

雇
児

発
第

1
77

号
厚

生
労

働
省

雇
用

均
等

・
児

童
家

庭
局

通
知

）別
添

）
に

定
め

る
内

容
を

内
閣

府
令

で
規

定
し

ま
す

。
ま

た
、

居
宅

訪
問

型
保

育
事

業
の

保
育

従
事

者
は

、
保

育
士

、
看

護
師

又
は

一
定

の
研

修
を

受
講

し
た

者
と

し
ま

す
。

2
04

質
に

係
る

基
準

（
幼

稚
園

の
預

か
り

保
育

事
業

）

　
市

町
村

が
「
確

認
」を

行
う

に
当

た
っ

て
、

幼
稚

園
の

預
か

り
保

育
事

業
が

満
た

す
べ

き
教

育
・保

育
等

の
質

に
係

る
基

準
は

、
ど

の
よ

う
な

も
の

で
す

か
。

　
内

閣
府

令
で

定
め

る
基

準
は

以
下

の
通

り
で

す
。

　
【配

置
基

準
】

　
３

歳
児

　
２

０
：１

 、
 ４

・
５

歳
児

　
３

０
：１

  
（
預

か
り

保
育

園
児

数
／

処
遇

を
行

う
職

員
数

）

　
【職

員
要

件
】

 ・
配

置
基

準
上

必
要

に
な

る
担

当
職

員
の

２
分

の
１

以
上

（
当

分
の

間
、

３
分

の
１

以
上

）
を

保
育

士
、

幼
稚

園
教

諭
免

許
状

所
有

者
と

す
る

こ
と

。
　

 ・
担

当
職

員
に

つ
い

て
、

預
か

り
保

育
事

業
に

従
事

し
て

い
る

間
は

、
専

ら
当

該
事

業
に

従
事

す
る

こ
と

。

　
【教

育
内

容
】

　
幼

稚
園

教
育

要
領

、
幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

教
育

・
保

育
要

領
又

は
特

別
支

援
学

校
幼

稚
部

教
育

要
領

に
準

じ
て

行
う

こ
と

。

　
【設

　
　

　
備

】
　

食
事

の
提

供
を

行
う

場
合

に
お

い
て

は
、

当
該

施
設

に
お

い
て

行
う

こ
と

が
必

要
な

調
理

の
た

め
の

加
熱

、
保

存
等

の
調

理
機

能
を

有
す

る
 設

備
を

備
え

る
こ

と
。

　
な

お
、

職
員

要
件

に
お

い
て

記
載

す
る

「
専

ら
当

該
事

業
に

従
事

す
る

」
と

は
、

担
当

職
員

が
預

か
り

保
育

事
業

に
従

事
し

て
い

る
時

間
は

、
預

か
り

保
育

事
業

に
専

従
す

る
と

い
う

意
味

で
あ

り
、

そ
の

他
の

時
間

に
他

の
業

務
に

従
事

す
る

こ
と

を
妨

げ
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

こ
の

た
め

、
例

え
ば

、
教

育
課

程
担

当
職

員
が

午
前

中
は

教
育

課
程

上
の

活
動

を
担

当
し

、
午

後
は

預
か

り
保

育
を

担
当

す
る

よ
う

な
運

用
も

可
能

で
す

。
　

こ
の

場
合

、
校

務
分

掌
や

発
令

等
に

よ
り

担
当

を
明

確
に

し
て

お
く
こ

と
の

ほ
か

、
特

に
新

制
度

幼
稚

園
が

一
時

預
か

り
事

業
も

受
託

し
て

い
る

場
合

な
ど

に
お

い
て

、
公

定
価

格
に

お
い

て
必

要
教

員
と

し
て

措
置

さ
れ

て
い

る
常

勤
職

員
を

一
時

預
か

り
事

業
の

配
置

職
員

と
し

て
二

重
で

計
上

す
る

な
ど

、
公

費
の

二
重

給
付

と
な

ら
な

い
よ

う
御

対
応

い
た

だ
く
こ

と
が

必
要

と
な

る
こ

と
に

御
留

意
く
だ

さ
い

。

2
05

質
に

係
る

基
準

（
一

時
預

か
り

事
業

）

　
市

町
村

が
「
確

認
」を

行
う

に
当

た
っ

て
、

一
時

預
か

り
事

業
が

満
た

す
べ

き
教

育
・保

育
等

の
質

に
係

る
基

準
は

、
ど

の
よ

う
な

も
の

で
す

か
。

　
一

時
預

か
り

事
業

に
つ

い
て

は
、

児
童

福
祉

法
に

お
い

て
、

事
業

実
施

に
際

し
て

基
準

の
遵

守
義

務
が

定
ま

っ
て

お
り

、
具

体
的

な
基

準
に

つ
い

て
は

、
児

童
福

祉
法

施
行

規
則

第
36

条
の

3
5に

お
い

て
、

一
般

型
・
幼

稚
園

型
等

の
区

分
に

応
じ

、
設

備
基

準
や

人
員

配
置

基
準

な
ど

が
定

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

　
な

お
、

一
時

預
か

り
事

業
の

確
認

に
つ

い
て

は
、

基
本

的
に

地
域

子
ど

も
・子

育
て

支
援

事
業

と
し

て
実

施
さ

れ
て

い
る

た
め

、
地

域
子

ど
も

・子
育

て
支

援
事

業
の

委
託

の
際

に
合

わ
せ

て
確

認
を

行
う

こ
と

、
簡

略
化

し
た

申
請

様
式

を
用

い
る

こ
と

、
市

町
村

自
身

が
実

施
す

る
場

合
に

は
、

担
当

課
同

士
で

事
業

内
容

を
確

認
し

た
上

で
、

問
題

が
な

け
れ

ば
公

示
手

続
き

に
お

け
る

決
済

等
で

代
用

す
る

こ
と

等
に

よ
り

、
簡

易
な

確
認

手
続

き
を

す
る

こ
と

が
可

能
で

す
。

ま
た

、
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

交
付

金
の

対
象

外
の

一
時

預
か

り
事

業
に

つ
い

て
は

、
都

道
府

県
に

適
正

な
届

出
が

行
わ

れ
て

い
る

事
業

者
か

ど
う

か
を

都
道

府
県

に
確

認
い

た
だ

く
必

要
が

あ
り

ま
す

。
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【参考資料】 

預かり保育に係る施設や保育士等の基準について 

 

１ 面積基準（保育室） 

満２歳未満児    乳児室 １．６５㎡/人 

            ほふく室 ３．３㎡/人 

満２歳以上児    １．９８㎡/人 

 ３歳児        １．９８㎡/人 

 ４歳児        １．９８㎡/人 

 ５歳児        １．９８㎡/人 

※ ０～２歳児の無償化の対象は住民税非課税世帯であ

ることが条件です。 

※ このほか、トイレや洗面設備等必要な設備を設置する

必要があります。 

 

２ 預かり保育従事者の配置基準 

 ０歳児         児童 ３人に１人の職員 

 １歳児         児童 ６人に１人の職員 

２歳児           児童 ６人に１人の職員  

 ３歳児（満３歳含む）児童２０人に１人の職員 

 ４歳児         児童３０人に１人の職員 

 ５歳児         児童３０人に１人の職員 

※ また、預かり保育を受ける児童数が少数であっても、保

育従事者は２人以上の配置が必要です。  （以 上） 
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関係法令 

 

＜注意＞本資料は、幼児教育保育の無償化の確認に係る関係法令の一部を平易な文言で説明し

ている資料です。 

 

Ⅰ ＜子ども・子育て支援法関係＞ 

（第５８条の２関係） 

① 確認は子ども子育て支援施設等である施設の設置者又は事業を行う者の申請により、市町村長 

が行う。 

 （第５８条の５） 

② 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の名称 

及び所在地等に変更があったときは、１０日以内に市町村にその旨を届け出なければならない。 

（第５８条の１１） 

③ 市町村は、次に掲げる場合（確認をしたとき等）は当該特定子ども・子育て支援を提供する施設 

又は事業所の名称及び所在地等を公示しなければならない。 

 

 

Ⅱ ＜子ども子育て支援法施行規則関係＞ 

（第 53 条の 2 関係） 

①  特定子ども・子育て支援施設等の確認を受けようとする者は、  

・ 施設等の名称、子ども・子育て支援施設等の種類及び設置の場所  

・ 設置者等の名称、主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所、職名  

・ 事業開始の予定年月日  

・  子ども・子育て支援施設等であることを証する書類  

・  施設等の管理者の氏名、生年月日、住所 

等の事項を記載した申請書又は書類を、確認の申請に係る施設等の設置の場所を管轄する自

治体に提出しなければならない。 

 

 

Ⅲ ＜特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営

に関する基準関係＞  

（第５４条関係） 

①  教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録 

特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を提供した際は、提供した日及び

時間帯、当該特定子ども・子育て支援の具体的な内容その他必要な事項を記録しなければなら

ない。 

（第５５条第１項、同条第２項関係） 

②  利用料及び特定費用の額の受領 

  ア  特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定保護者から、その者との間に締結

した契約により定められた特定子ども・子育て支援の提供の対価（利用料）の額の支払を受け

るものとする。 
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  イ  特定子ども・子育て支援提供者は、特定費用の額の支払を施設等利用給付認定保護者か

ら受けることができる。この場合において、あらかじめ、当該支払を求める金銭の使途及び額

並びに理由について書面により明らかにするとともに、施設等利用給付認定保護者に対して

説明を行い、同意を得なければならない。 

（第５６条第１項、同条第２項関係） 

③  領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付 

ア  特定子ども・子育て支援提供者は、利用料及び特定費用の支払を受ける際、施設等利用給

付認定保護者に対し、領収証を交付しなければならない。この場合において、当該領収証は、

利用料の額と特定費用の額とを区分して記載しなければならない。 

 イ  アの場合において、特定子ども・子育て支援提供者は、保護者に対し、特定子ども・子育て支

援を提供した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て支援の内容、費用の額その他施設等利

用費の支給に必要な事項を記載した特定子ども・子育て支援提供証明書を交付しなければな

らない。  

（第５８条関係） 

④  施設等利用給付認定保護者に関する市町村への通知 

特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定保護者が偽りその他不正な行為に

よって施設等利用費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を

当該支給に係る市町村に通知しなければならない。  

（第５９条関係） 

⑤  施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則 

特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定子どもの国籍、信条、社会的 身分

又は特定子ども・子育て支援の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いを

してはならない。 

（第６０条第１項、同条第２項、同条第３項関係）  

⑥  秘密保持等 

 ア  特定子ども・子育て支援を提供する施設若しくは事業所の職員及び管理者は、正当な理由

がなく、その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

イ  特定子ども・子育て支援提供者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り

得た施設等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を

講じなければならない。  

ウ  特定子ども・子育て支援提供者は、小学校、他の特定子ども・子育て支援提供者その他の

機関に対して、施設等利用給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書

により当該施設等利用給付認定子どもに係る施設等利用給付認定保護者の同意を得ておか

なければならない。  

（第６１条関係） 

⑦  記録の整備 

特定子ども・子育て支援提供者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備すると ともに、

特定子ども・子育て支援の提供の記録及び市町村への通知に係る記録を整備し、 その完結の

日から５年間保存しなければならない。 
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１．特定子ども・子育て支援施設等の確認

3

（ １） 「確認」の趣旨・概要

〇各事業法に基づく認可・届出等に係る都道府県所轄庁において、事業法に基づく未移行幼稚園や認可外保育施設等

の適正な運営の確保に一定の責任を持つことを前提としつつ、子ども・子育て支援法に基づき、各市町村において、施設

①等利用給付を実施する観点から、各事業者が給付対象となること、対象施設等に求める基準（ 対象施設等が満た

②すべき教育・保育等の質、 対象施設等の運営） を満たしていることを把握するとともに、必要に応じて調査等を行う。

〇対象施設等の所在地の市町村が確認を行い、他の市町村においても効力を有する。

（ ２） 対象施設等に求める基準について

① 対象施設が満たすべき教育・保育等の質の基準

ア．認定こども園（ 国立・公立大学法人立） 、幼稚園（ 未移行） 、特別支援学校、一時預かり事業

◆学校教育法に基づく設置基準、児童福祉法に基づく事業基準を適用

イ．認可外保育施設、預かり保育事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業

◆内閣府令で定める基準を適用

◆認可外保育施設は現在の指導監督基準（ 平成13年厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知） と
同様の内容を、預かり保育事業は一時預かり事業の基準と同様の内容を、病児保育事業・子育て援助活動支援
事業は、現行の地域子ども・子育て支援事業(13事業)において求めている基準と同様の内容を子ども・子育て支援
法に基づく内閣府令で定める。

◆対象施設等の基準への適合状況を市町村が確認する際には、各事業法に基づく認可・届出等に係る都道府県所
轄庁からの情報を活用することが可能である。

② …施設等が共通で満たすべき運営に関する事項 内閣府令で定める基準

◆対象施設等の運営に関する事項については、現行の子どものための教育・保育給付においては、各自治体の条例で
定めているが、子育てのための施設等利用給付においては、条例の制定は不要。

◆対象施設等の運営に関する基準で定める内容としては、現時点では以下の内容を想定しており、市町村は確認の
際に、これらの内容が記載されている文書等が整備されているかどうかを把握する。

・ 教育・保育等の提供の記録
・ 利用料や実費の徴収可能費目及び手続
・ 領収証（ 無償化の対象経費と対象外経費の区分等） 等の交付
・ 秘密保持
・ 諸記録の整備

※子どものための教育・保育給付に係る対象施設等の運営に関する基準のうち、新たな給付の適切な実施に必要
なものに限定することとしており、利用定員やサービスの質に関する規定等は設けない予定。

（ ３） 「確認」に関する事務について

〇「確認」に関して、市町村が行う事務としては、子どものための教育・保育給付と同様に、以下のものを想定している。

◆対象施設等からの確認申請・受理・審査（ 変更・辞退を含む。） 、公示
◆必要な範囲での対象施設等の運営に対する調査、不正等を行った施設等の指導監督（ 勧告、命令、取消）

〇できる限り、自治体の負担が過大とならないよう、以下の措置を講じることが可能。

◆既存の未移行幼稚園、特別支援学校については、子ども・子育て支援新制度創設時に保育所、認定こども園、
幼稚園について行ったのと同様に、「確認」を行ったとみなす（ 改正法附則第３条） 。

◆例えば、認可外保育施設の「確認」に際して、都道府県が届出等により把握した情報の提供を受け、これを活用する
ことが想定されるが、こうした事務を行う際に必要に応じて、都道府県に協力を求められることを法制上明確化する
（ 法第58条の12） 。

◆自市町村が設置する公立施設等の確認については、市町村の判断により、申請・審査の手続を簡素化して差し支え
ない。

〇認定保護者は、市町村長が「確認」した特定子ども・子育て支援施設等を利用した場合に、施設等利用費が支給され
る。このため、市町村は、特に2019年10月1日までに、管轄地域内に所在する施設・事業者に、遅滞なく
確認申請書の提出を求め、確認を行い、公示することが必要である。13



4

●確認の全体像

市
町
村
が
特
定
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
施
設
と
し
て
確
認
し
た
こ
と
を
公
表

（
法
第
５
８
条
の
１
１
第
1
号
）※

確
認
の
辞
退
、
取
消
、
効
力
停
止
の
場
合
も
公
示
が
必
要(

法
同
条
第
2
～
３
号
）

2019年10月以降
に新設される
・国立の認定子ども園

・未移行幼稚園
・特別支援学校

認可外保育施設

2019年10月現在
で既存の
・未移行幼稚園
・特別支援学校

預かり保育事業

認可外保育施設等の施設等利用費受給の可否を伝達

一時預かり事業
病児保育事業
※市町村が実施する

事業以外のもの

預かり保育事業
の実施状況を共有
(別紙３の送付等)

都道
府県

他の
市町村

公示

市
町
村

一時預かり事業
病児保育事業
※市町村が実施する

事業であるもの

子育て援助活動
支援事業

みなし確認（ 改正法附則第３条）
◆学校教育法による認可を証する書類の写しを

提出
◆国立大学附属幼稚園等は国立大学法人法

施行規則別表第二で確認（ P６参照）

【添付】学校教育法第４条第１項に
よる認可を受けたことを証する
書類の写し等（ P６参照）

認可証の
写し等

別紙１
特定教育・保育施設

以外の認定こど
も園、幼稚園、
特別支援学校
幼稚部

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その１」

別紙２
認可外保育

施設

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その２」

【添付】児福法による設置届・変更届の
写し等（ P７参照）

別紙３
預かり保育

事業

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書 別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その３」

【添付】認定証(認定こども園法)または
認可(学校教育法)を証する書
類の写し等（ P７参照）

別紙５
病児保育事業

別紙４
一時預かり事業

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その４」
または「確認参考様式その５」

市町村が関与する事業のため、簡易な確認
手続きを行うことができる（ P８～10参照）

【添付】児福法による事業開始届・変
更届の写し等

（ P８～９参照）

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」
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（ ４） 「確認」の内容について

①2019年10月現在で既存の未移行幼稚園・特別支援学校

［ みなし確認の対象］

改正法附則第３条のとおり、未移行幼稚園・特別支援学校については、施行日に確認を行ったとみなすため、基本的

に確認手続は不要であるが、市町村は最低限度、法の施行日までに「特定子ども・子育て支援施設等確認申請書（ 別

添「確認参考様式その０」） と、学校教育法による認可を証する書類の写しの提出を求めるものとし、その他市町村が必

要と判断する書類を求めることは差し支えない。

国立大学附属幼稚園等は国立大学法人法施行規則別表第二で確認する。

②2019年10月以降に新設される国立の認定こども園・未移行幼稚園・特別支援学校

2019年10月以降（ 法施行後） に新設された認定こども園（ 国立） ・新設未移行幼稚園・特別支援学校は、改

正法附則第３条のみなし確認の対象にはならず、適法な認可がなされた施設・事業かどうかを確認する必要がある。

これら施設は、都道府県に学校教育法に基づく認可の申請を行う（ 私立園） とともに、市町村に「特定子ども・子育て

支援施設等確認申請書（ 別添「確認参考様式その０」） と「別紙１特定教育・保育施設以外の認定こども園、幼稚

園、特別支援学校幼稚部（ 別添「確認参考様式その１」） に必要事項を記入し、遅滞なく確認の申請を行う。

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書において確認する事項] 全施設・事業共通

１ 申請者に関する事項（ 設置主体、設置者・事業者名、主たる事務所の所在地、代表者）

２ 施設・事業に関する事項（ 施設・事業の種類、事業開始(予定)年月日）

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書に添付する書類] 全施設・事業共通

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧

３ 法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

[別紙１において確認する事項]

１ 施設に関する事項（ 施設の種類、名称、所在地、管理者）

２ 運営に関する事項（ 開園曜日、開園時間、認可定員等、利用料金等、職員配置の状況）

[別紙１に添付する書類]

１ 学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し（ 国立大学法人立は不要）

２ 園則（ 学則）

３ 職員体制一覧（ 職員の勤務の体制及び勤務形態）

5

2019年10月以降
に新設される

・国立の認定子ども園

・未移行幼稚園
・特別支援学校

【添付】学校教育法第４条第１項
による認可を受けたことを証
する書類の写し等

別紙１
特定教育・保育施設

以外の認定こど
も園、幼稚園、
特別支援学校
幼稚部

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その１」

市
町
村

公示

市
町
村

公示2019年10月現在
で既存の
・未移行幼稚園
・特別支援学校

みなし確認（ 改正法附則第３条）
◆学校教育法による認可を証する書類の写しを

提出
◆国立大学附属幼稚園等は国立大学法人法

施行規則別表第二で確認

認可証の
写し等

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」
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③認可外保育施設

認可外保育施設は、都道府県に児童福祉法に基づく事業開始の届出を行うとともに、市町村に「特定子ども・子育て

支援施設等確認申請書（ 別添「確認参考様式その０」） と「別紙２認可外保育施設（ 別添「確認参考様式その

２」） に必要事項を記入し、遅滞なく確認の申請を行う。

市町村は、申請書に記載されている内容から、児童福祉法に基づく届出がなされており、また法施行規則（ 内閣府

令） に定める基準を満たした施設かどうかを確認する必要があるが、法施行後５年間は、児童福祉法に基づく届出がな

されていることを確認すれば足る。

なお、都市部の市町村では、2019年10月までに確認が必要となる認可外保育施設が多く存在するため、特定子ども・

子育て支援事業者からの確認申請書及び別紙２の内容から、児童福祉法に基づく届出がなされていることを確認するこ

とは、限られた時間の中で困難な場合も想定される。

このため、都道府県が届出等により把握している情報の提供を受け、都道府県が届出等により把握した情報の提供を活

用するなど効率的な確認事務を行う必要がある。なお、市町村は確認事務の執行及び権限の行使に関し都道府県に協

力を求めることができる（ 法第58条の12） 。

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書において確認する事項] 全施設・事業共通

１ 申請者に関する事項（ 設置主体、設置者・事業者名、主たる事務所の所在地、代表者）

２ 施設・事業に関する事項（ 施設・事業の種類、事業開始(予定)年月日）

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書に添付する書類] 全施設・事業共通

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧

３ 法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

[別紙２において確認する事項]

１ 届出等に関する事項（ 届出年月日、設置(予定)年月日、指導監督基準を満たす証明書の有無など）

２ 施設に関する事項（ 施設の種類、名称、所在地、管理者）

３ 運営に関する事項（ 開所時間・保育提供可能時間、提供するサービス内容、利用料金等、入所定員、職員の配置)

[別紙２に添付する書類]

１ 児童福祉法第５９条の２の規定により届け出た認可外保育施設設置届及び変更届の写し

（ 上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

２ 料金表及び利用案内・パンフレット

３ 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し又は基準への適合（ 見込み） 状況を説明する書類

6

認可外保育施設

別紙２
認可外保育

施設

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書 別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その２」

【添付】児福法による設置届・変更届の
写し等

市
町
村

公示
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④預かり保育事業

預かり保育事業は、市町村に「特定子ども・子育て支援施設等確認申請書（ 別添「確認参考様式その０」） と「別紙

３預かり保育事業（ 別添「確認参考様式その３」） に必要事項を記入し、遅滞なく確認の申請を行う。

市町村は、申請書に記載されている内容から、預かり保育事業が幼稚園教育要領等に基づき実施されていることを確

認するが、認可権者による指導監督により同基準が満たされていることを前提とした確認で足りる。

なお、都市部の市町村では、2019年10月までに確認が必要となる預かり保育事業が多く存在するため、特定子ども・

子育て支援事業者からの確認申請書及び別紙３の内容から、預かり保育事業が幼稚園教育要領等に基づき実施され

ていることを確認することは、限られた時間の中で困難な場合も想定される。

このため、都道府県が届出等により把握している情報の提供を受け、都道府県が届出等により把握した情報の提供を活

用するなど効率的な確認事務を行う必要がある。なお、市町村は確認事務の執行及び権限の行使に関し都道府県に協

力を求めることができる（ 法第58条の12） 。

※ 市町村は預かり保育事業が、平日８時間（ 教育時間を含む） 、年間（ 平日・長期休業中・休日の合計） 200

日以上の預かり保育が予定されているかを確認し、当該園を利用する認定保護者が、当該預かり保育事業のほか

に、認可外保育施設等を利用した場合に、その利用を施設等利用給付の対象とすることが可能かどうかを通知する。

※ 市町村は、確認申請書の写しを市町村から都道府県に送付し、都道府県と預かり保育事業の実施内容について

情報を共有する。

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書において確認する事項] 全施設・事業共通

１ 申請者に関する事項（ 設置主体、設置者・事業者名、主たる事務所の所在地、代表者）

２ 施設・事業に関する事項（ 施設・事業の種類、事業開始(予定)年月日）

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書に添付する書類] 全施設・事業共通

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧

３ 法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

[別紙３において確認する事項]

１ 事業所に関する事項（ 施設の種類、事業の種別、名称、所在地、事業の管理者）

２ 運営に関する事項（ 預かり保育事業の利用児童数及び職員配置）

３ 事業の実施状況（ 預かり保育事業の実施時間、預かり保育事業の年間実施日数、食事・おやつの提供の有無等）

４ 利用料金（ 預かり保育事業の料金、食事代及びおやつ代）

５ 設備・面積

7

預かり保育事業
認可外保育施設等の施設等利用費受給の可否を伝達

預かり保育事業
の実施状況を共有
(別紙３の送付等)

都道
府県

都道府県内市町村
利用者が居住する市町村

別紙３
預かり保育

事業

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書 別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その３」

【添付】認定証(認定こども園法)または
認可(学校教育法)を証する書
類の写し等

市
町
村

公示

・公示された情報の確認
・個別の確認情報照会
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[別紙３に添付する書類]

…１ 認定こども園 認定こども園法第１７条第１項の規定による認可又は認定こども園法第３条第１項若しくは第３

項の規定による認定を受けたことを証する書類の写し

…幼稚園、特別支援学校 学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し

※国立大学附属幼稚園等は国立大学法人法施行規則別表第二で確認。

２ 料金表及び利用案内・パンフレット

３ 預かり保育事業に従事する担当職員の名簿（ 職員の氏名及び資格・研修修了の有無がわかるもの）

４ 施設の図面（ 預かり保育事業の実施場所を明示したもの）

⑤一時預かり事業

一時預かり事業は、地域子ども・子育て支援事業など市町村又はその委託を受けた者が実施する事業である場合は、

簡易な確認手続きで足る。例えば、市町村自身が実施する場合は、担当課同士で事業内容を確認した上で、問題がな

ければ公示手続きにおける決裁等で代用することが考えられる。また、市町村の委託を受けた者が実施する場合には、地

域子ども・子育て支援事業の委託契約の際や、法施行時等に、事業者の簡易な確認申請方法として、「特定子ども・子

育て支援施設等確認申請書」のみの提出を受ける（ 別紙４の提出は求めない） 手法が考えられる。

一方で、市町村が実施する事業ではない場合は、児童福祉法に基づき、都道府県に一時預かり事業の届出が適法

になされた事業であることを確認する必要があり、市町村は施設・事業から「特定子ども・子育て支援施設等確認申請

書」と「別紙４一時預かり事業(別添「確認参考様式その４」)」の提出を受ける。

なお、幼稚園等で行う一時預かり事業は預かり保育事業として確認の申請が必要なため、一時預かり事業としての確

認申請は不要である。

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書において確認する事項] 全施設・事業共通

１ 申請者に関する事項（ 設置主体、設置者・事業者名、主たる事務所の所在地、代表者）

２ 施設・事業に関する事項（ 施設・事業の種類、事業開始(予定)年月日）

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書に添付する書類] 全施設・事業共通

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧

３ 法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

[別紙４において確認する事項]

１ 事業所に関する事項（ 施設の種類、事業の種別、名称、所在地、事業の管理者）

２ 運営に関する事項（ 職員の定数及び職務の内容、利用定員、利用料金)

[別紙４に添付する書類]

１ 児童福祉法第３４条の１２の規定により届け出た一時預かり事業開始届及び変更届の写し

（ 上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

２ 料金表及び利用案内・パンフレット

8

一時預かり事業

※市町村が実施する
事業以外のもの

一時預かり事業

※市町村が実施する
事業であるもの

別紙４
一時預かり事業

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書 別添「確認参考様式その０」

別添「確認参考様式その４」

市町村が関与する事業のため、簡易な確認手続
きを行うことができる

【添付】児福法による事業開始届・
変更届の写し等

市
町
村

公示

特定子ども・
子育て支援

施設等
確認申請書

別添「確認参考様式その０」
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⑥病児保育事業

病児保育事業についても、前頁の一時預かり事業と同様に、地域子ども・子育て支援事業など市町村又はその委託を

受けた者が実施する事業である場合は、簡易な確認手続きで足る。例えば、市町村自身が実施する場合は、担当課同

士で事業内容を確認した上で、問題がなければ公示手続きにおける決裁等で代用することが考えられる。また、市町村の

委託を受けた者が実施する場合には、地域子ども・子育て支援事業の委託契約の際や、法施行時等に、事業者の簡易

な確認申請方法として、「特定子ども・子育て支援施設等確認申請書」のみの提出を受ける（ 別紙５の提出は求めな

い） 手法が考えられる。

一方で、市町村が実施する事業ではない場合は、児童福祉法に基づき、都道府県に病児保育事業の届出が適法に

なされた事業であることを確認する必要があり、市町村は施設・事業から「特定子ども・子育て支援施設等確認申請書」と

「別紙５病児保育事業(別添「確認参考様式その５」)」の提出を受ける。

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書において確認する事項] 全施設・事業共通

１ 申請者に関する事項（ 設置主体、設置者・事業者名、主たる事務所の所在地、代表者）

２ 施設・事業に関する事項（ 施設・事業の種類、事業開始(予定)年月日）

※[特定子ども・子育て支援施設等確認申請書に添付する書類] 全施設・事業共通

１ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等

２ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧

３ 法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

[別紙５において確認する事項]

１ 事業所に関する事項（ 施設の種類、事業の種別、名称、所在地、事業の管理者）

２ 運営に関する事項（ 開設時間、利用定員、対象年齢、利用料金、職員の定数及び職務の内容、協力機関・指

導医の状況）

３ 設備に関する事項（ 保育室等の面積）

[別紙５に添付する書類]

１ 児童福祉法第３４条の１８の規定により届け出た病児保育事業開始届及び変更届の写し

（ 上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

２ 料金表及び利用案内・パンフレット

３ 施設の図面（ 保育室などの配置がわかるもの）
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⑦子育て援助活動支援事業（ ファミリー・サポート・センター事業）

① ②子育て援助活動支援事業については、 緊急救命講習、 事故防止に関する講習が適切に実施されているかどうか

確認することが主たる目的となるが、法第７条第１０項第８号において、市町村が実施するものであること（ 内閣府令

で、市町村又はその委託等を受けた者が行うものであることを規定予定） としていることから、確認の手続は簡易な確認

手続きで足る。

簡易な確認手続きについては、市町村自身が実施する場合には、市町村内の担当部局間において、研修の実施状

況など基準適合の状況などを確認し、公示手続の決裁をもって確認を代用することが考えられるが、委託等を受けた者が

行う場合は、「特定子ども・子育て支援施設等確認申請書」のみの提出を受けることが考えられる。

（ ５） 「公示」について

法第58条の11により、市町村は、確認をしたときは、遅滞なく、当該特定子ども・子育て支援を提供する施設について

公示しなければならない（ 確認をしたときのほか、確認の辞退があったとき、確認を取り消し、又は確認の全部若しくは一

部の効力を停止したときも同様。） 。

なお、法第58条の11の内閣府令で定める公示すべき事項は、法施行規則に定めるところにより、次のものである。

◆特定子ども・子育て支援提供者の名称

◆特定子ども・子育て支援を提供する施設等の名称及び所在地

◆確認をした年月日（ 取消しや確認の辞退があった場合は、当該年月日）

◆確認の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容と期間

◆子ども・子育て支援施設等の種類

◆預かり保育事業については、一定の要件を満たしているかどうかの別

（ ６） 「確認」の参考様式について

子ども・子育て支援施設等のうち、市町村に確認の申請を要する施設・事業が確認の申請を行う際には、市町村指

定の様式が必要になることが想定される。国では、市町村で様式を検討する負荷を軽減できるよう、内閣府令で定める

確認項目を様式に落とし込み、これを「確認参考様式」としたので参考にされたい。

◆確認参考様式その０ 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

◆確認参考様式その１ 別紙１ 特定教育・保育施設以外の認定こども園、幼稚園、特別支援学校幼稚部

◆確認参考様式その２ 別紙２ 認可外保育施設

◆確認参考様式その３ 別紙３ 預かり保育事業

◆確認参考様式その４ 別紙４ 一時預かり事業

◆確認参考様式その５ 別紙５ 病児保育事業

◆確認参考様式その６ 特定子ども・子育て支援施設等確認変更届

◆確認参考様式その７ 特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届
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